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北大東村社会福祉協議会　経営理念・使命
本会は、地域福祉を推進する中核団体として
『すべての村民が自分らしく輝き、支えあう福祉のまちづくり』を目指すことを使命とします。
　また、この使命を達成するために、以下の経営ビジョンにて事業展開いたします。

【共感】共感の輪を広げ、笑顔の福祉活動を育む社協を目指します。
【共創】思いをつないで、地域社会と福祉を創る社協を目指します。
【共生】自分らしく輝く、ふだんの暮らしを守る社協を目指します。

令和4年度　事業計画書
　　　　　　　　
≪基本方針≫
今国では、「地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍 できる地域コミュニティを育成し、助け合いながら暮らすことのできる「地域共生 社会の実現」を目指しています。このような中で、令和２年６月には社会福祉法が改正され、複雑化・複合化する地域住民が抱える課題に対応するため、これまで属性別に行われていた「相談支援」、「参加支援」、「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施する「重層的支援体制整備事業」を推進していくことが示されました。
私たち社会福祉協議会は、地域住民、、民生委員・児童委員等とともに、ボランティア活動、地域福祉活動を通じ、誰もがいきいきと安心して暮らせる「すべての村民が自分らしく輝き、支え合う地域社会」をめざし、つながりづくりを進めてきました。 しかし、超高齢社会の進展や人口の減少といった社会状況の変化に加え、新型コロナウイルス感染症の拡大は村民の価値観や生活様式に大きな影響をもたらしました。地域における関係性がこれまで以上に希薄化し多くの地域活動は休止や延期等活動自粛を余儀なくされました。 
そうした中、北大東村社会福祉協議会では、地域活動の再開に向けた支援、新たな地域課題への支援等、従来と異なる状況から課題を捉え、地域住民をはじめ、企業、学校等、多様な組織と共に課題解決に取組む必要がある。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響は大きく、状況に応じて事業計画等を優先度の高い課題への対応を図る必要もあります。
事業推進にあたっては、感染症対応の経験を活かして、組織運営を持続可能なものとし、各計画に位置付けられた取組を着実に実施します。あわせて、新たに取組むべき課題やニーズを的確にとらえ、関係機関・団体と連携・協働しながら、迅速かつ柔軟に対応していきます。
＜重点目標＞
（１）本会の活動基盤整備の継続
　　本会の民間法人としての特性を十分に発揮し、自主性・創造性に富んだ取
組を推進するとともに、行政や関係機関と連携し地域福祉の発展に努めます。
　　年々複雑かつ多様化する生活課題に対応できるようにするためには、職員一人ひとりが住民の視点に立ち、住民と共に考え住民のために行動できる職員を育成することが重要である。そのためにも、昨年度より実施している職員の人材育成（評価）制度の定着が重要である。
　社会変化の厳しい環境の中で、地域社会に責任をもって貢献していくためには、社協組織の理念・目的・目標に沿った活動を安定的・継続的に実施する必要がある。また、地域住民の要望や負託に応えられる体制を整えていきます。
（２）地域づくりの推進・福祉教育への普及活動の推進
誰もが住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らせる基盤づくりのため、世
代間の交流活動を進め、福祉に対する理解や関心を深め、住民同士のたすけあいの輪を広めることを目的に活動を推進します。高齢者や児童・しょうがい者など地域での交流機会が希薄になりがちな方を中心に、すべて地域住民が共にふれあい仲間づくりを行えるよう活動の支援を行います。

（３）高齢者の日常生活の支援・子育て支援
　　過疎化、少子高齢化が進行し福祉サービスが不足している本村において高齢者等への日常生活の支援が重要な課題となります。本会では移動が困難な方々の社会参加と自立に向けた外出支援する「移送サービス事業」、単身高齢者へ弁当を届け、見守りを行う「配食サービス」、処分が難しい粗大ゴミ等の処分を行う「粗大ごみ収集処分事業」により、高齢者等の日常生活の支援を行っています。
　　本会事業は、主に高齢者等への支援に取組む一方で子育て世代への支援は十分といえない状況です。今年度は「子育てしやすい地域づくり」の実現に向け、子育て世帯に対しての取組ができるよう検討してまいります。
（４）安心した生活を送るための相談支援と権利擁護
　　住民一人ひとりの困りごとや相談を受け止めるために、村や関係機関と連携を図り「総合的な相談体制」を整備する必要がある。地域には、制度の狭間にある人や引きこもりの問題、また「ダブルケア問題」など複雑な困りごとを抱えている人もいます。
　　自らSOSを発信できない人へはアウトリーチ（訪問活動）を行いながら身近な相談相手である民生委員児童委員と協力し、福祉の総合相談体制を目指します。また、判断能力の不十分な方が適切な福祉サービスを利用できるよう支援する「日常生活自立支援事業」の強化を図ってまいります。
（５）自立と生活の安定を図る資金の貸付
　　生活福祉資金の貸付は、支援を必要とする世帯の自立した生活への糸口と
なる重要な事業である。そこで今年度も引き続き県社協の受託事業である「生
活福祉資金」等の貸付を行い、生活が困難な世帯などの経済的自立と生活の安
定を図ります。
　新型コロナウイルス感染症の影響により、特例貸付を利用する世帯がいまし
た。貸付にあたっては自立相談支援事業との連携が必要であり、今後償還の対
応が始まりますが、支援員が対象となる世帯に積極的に関わりながら、民生委
員や関係機関と連携をとり、一人ひとりに寄り添いながら生活再建に向けた支
援を行います。
（６）ボランティア活動の支援
本村においては地域活動を推進する担い手の不足が課題となっています。ボ
ランティア活動は地域を支える大きな力になりますので、ボランティア活動の周知や育成等の支援が必要である。
新型コロナウイルス感染症の拡大から色々な活動が自粛傾向にあり、活動へ
の意欲の低下も心配されます。福祉教育の観点から、子供の頃より地域活動や福祉活動に触れ、福祉への理解を深めていくことが重要である。そこで今年度は学校と連携をしながら学生の福祉教育を進めてまいります。また、各種ボランティア養成講座は、参加される方々が楽しく興味を持ち、今後の活動につながるよう内容の充実を図ります。
（６）共同募金運動の推進
　　人口や世帯数の減少により、福祉活動の資金確保が年々厳しくなる状況
ですが、共同募金は地域福祉活動を進めるための有用な資金となっていま　す。より多くの方々に募金の協力を頂くためには「共同募金運動」を知ってもらうことが大切である。そこで共同募金運動の目的や趣旨について地域の方々や企業等への広報啓発を繰り返し行いながら運動を進めてまいります。
　運営委員会とともに、配分金は地域の皆様の福祉ニーズに反映できるよう十分に検討するとともに、地域から公募を募り新たな活用方法についても検討してまいります。

【（令和４年度予算額）・（前年度予算額）・（増△減）】

【（17,880,000円）・（17,040,000円）・（＋840,000）】
　地域福祉の推進を図る中核団体として、地域住民や行政・関係団体との連携を図り、地域福祉活動計画の推進・断らない総合相談を実施します。
理事会、評議員会において組織運営の透明性と中立性、公平性、安定性の確保に取り組みます。　また予算編成や経常経費の見直しを行い財務規律の強化やIoTやIC技術を活用した業務効率の改善を図ります。職員がより働きやすい環境を整備するとともに、働き方改革関連法の施行に対応した人材育成・管理を行います。
　
　（１）新型コロナウイルス感染症に対応した、地域住民・地縁団体主体による活動の推進・参画
（２）パートタイム・有期雇用労働法に対応した人材育成・管理の実施
　（３）職員研修体系に基づいた研修の継続
　（４）地域住民に対しての広報活動や福祉に関する講習等の企画・運営
　（５）地域住民・関連団体等による地域福祉活動計画の推進
　（６）IoTやIC技術を活用した業務効率の見直し
【（令和４年度予算額）・（前年度予算額）・（増△減）】

【（18,050,000）・（18,900,000）・（-850,000）】
事業継続のため介護職員等の人材確保が重要な課題となっています。人材確保の取組として、処遇や職場環境の改善の継続、さらには職員研修を充実することによりスキル向上を図り利用者への質の高いサービスの提供を行います。また、事業所本位のサービスから利用者本位へサービス提供の転換を行います。
（１）利用者本位のケアを実践するため、職員に専門職としての意識改革を促し、自発的に資質向上に取組む職場環境を整備
（２）利用者本位のケアの実践に伴い、CS（利用者満足度）向上、口コミによる利用者増加につなげる
（３）地域に開かれた施設として積極的に地域住民等と連携、交流の場の創出
（４）利用者、家族への福祉・介護等の情報提供
（５）IoTやIC技術を活用した業務効率の見直し
　
【（令４年度予算額）・（前年度予算額）・（増△減）】

【（　530,000）・（　590,000）・（　－60,000）】
　さらに進展する高齢化社会に向け、高齢者が地域で安心して暮らせる町づくりの為、基盤整備や地域住民や各種団体等参加による地域福祉活動を実施する。
　（１）北大東老人クラブ事務局としてクラブ活動活性化に向けた老人クラブ三大運動（「健康」「友愛」「奉仕」の推進、実践
　（２）見守り活動の継続
　（３）移送サービス・配食サービス・粗大ゴミリサイクル家電回収の継続
　（４）老人クラブ主体、住民主体による活動の推進
　
【（令和４年度予算額）・（前年度予算額）・（増△減）】

【（　1,100,000）・（　1,000,000）・（　＋100,000）】
　国が進める地域包括システム推進の一翼を担う地域住民主体活動を、促進するため地域住民が地域の現状や課題を検討できるよう出前講座、座談会等の実施いたします。またボランティアへ関心・気運を高めるため、地域団体、企業等が参加しやすい、ボランティア事業を開始します。
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　（１）学生を対象とした福祉教育カリキュラムの実施。
　（２）住民主体活動推進に向けた座談会等の開催。
　（３）ボランティア活動へのサポートや情報提供
　（４）行政との地域福祉計画及び地域福祉活動計画の実施
　（５）使用済み切手の回収事業、フードバンク事業開始検討
【（令和４年度予算額）・（前年度予算額）・（増△減）】

【（5,550,000）・（5,600,000）・（-50,000）】
　村より管理委託を受け施設の有効活用・利用促進と適正管理を行い地域福祉の拠点として、高齢者や障がい者、子育て中のファミリーなどすべての村民が住み慣れた地域で安心して暮せる場を提供いたします。
　（１）災害時の一時避難施設としての場の提供。
　（２）子どもの居場所づくり事業実施に向けた取組み
　（３）家族負担軽減のため、高齢者の一時預かり施設の継続実施
【令和４年度予算額）・（前年度予算額）・（増△減）】

【（165,000　）・（　125,000　）・（　　　　　+40,000）】
　
　福祉資金の貸付は、支援を必要とする世帯の自立した生活への糸口となる重要なサービスとなっています。そこで、今年度も県社協の受託事業である「生活福祉資金」の貸付を行い、生活が困難な低所得世帯、障害者世帯、または高齢者世帯に対し、就労に必要な技術習得のための資金、就学に必要な資金、住宅の改修に必要な資金、その他一時的に必要な資金と必要な支援を行います。
　また、前年度より引続き新型コロナウイルス感染症拡大の影響により特例貸付業務の実施や今後始まる償還についても利用者に寄り添いながら支援に努めます。
（１）総合支援金
　　失業により、生活の維持が困難となった等、生活の立て直しのための貸付資金です。
（２）緊急小口資金
　　緊急かつ一時的に世帯の生計維持が困難となる場合の貸付資金です。
（３）福祉資金
　　障害者世帯の字奏者購入、療養、葬儀、引越しの経費等、日常生活を送るうえで一時的に必要な経費のための貸付資金です。
（４）教育資金
　　高校、大学、専門学校への進学に伴う入学金や授業料等の就学費用のための貸付資金です。
（５）新型コロナウイルス感染症の影響による特例貸付
　　新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した方を対象に資金の貸付を行います。
【（令和４年度予算額）・（前年度予算額）・（増△減）】

【（260,000）・（278,000）・（　-18,000）
　赤い羽根共同募金は福祉課題の解決や地域福祉の推進に取り組んできたが、近年助成事業のマンネリ化や地域課題解決のための運動としての意識が薄れ、地域住民からその実態が見えにくく募金金額の減少や活動が縮小している。
こうした中、共同募金の目的の再認識と多様な団体の参画、連携を行い、真に地域に必要とされる団体・事業への資金の投下を行い地域福祉の進展に寄与する。また、公募による助成を行い地域住民が主体となった共同募金運動の展開・活性化へ繋げる。
（１）赤い羽根共同募金
　　　10月1日～3月31日まで全国一斉に行われる募金運動。
（２）歳末たすけあい運動
　　　12月1日～12月31日まで行われる。要支援者が安心して年末年始を迎えられるよう支援する。
（３）災害義援金募集
　　　広域的災害が発生した場合、義援金を受付け被災地の支援に努める。

（４）自治会総会等で地域住民へ共同募金活動報告を行い、事業の周知を行う。
（５）運営委員会・助成審査会を設置し適正公平な運用に努める。
（６）地縁団体等へ助成事業の案内を行い、地域住民が必要とする事業へ助成を行う。
【（令和４年度予算額）・（前年度予算額）・（増△減）】

【（　225,000）・（　215,000）・（　＋10,000　）】
　認知高齢者、知的障害者、精神障害者など判断能力が不十分な人が住み慣れた地域や自宅において不当な権利侵害を受けることなく、必要な福祉サービスの利用や金銭管理等を通じて利用者の支援をおこないます。
　
（１）福祉サービス利用援助
　・福祉サービスの利用に関する情報提供、相談、契約のお手伝い
　・住民票の届出等の行政手続き
（２）日常的金銭管理サービス
　・福祉サービスや医療費の利用料金、税金や公共料金の支払いや手続き
　・年金や福祉手当の受領に必要な手続き
（３）書類等預かりサービス
　・年金証書、預貯金通帳、権利証、実印などの書類預かり
◎法人運営事業及び経費





◎通所介護事業（介護保険事業）及び費用





◎老人福祉事業及び費用





◎ボランティア活動育成事業及び費用





◎複合型福祉施設管理運営事業及び費用





◎生活福祉資金貸付事業及び費用





◎共同募金配分金事業及び費用





◎日常生活自立支援事業及び費用
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